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1.介護保険事業計画の位置付け
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2.第10期介護保険事業（支援）計画に向けた調査の実施

2

介護保険法(第117条第５項)において市町村は、日常生活圏域ごとにおける被保険者の心身の
状況、その置かれている環境その他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町
村介護保険事業計画を作成するよう努めることとされている。

介護保険法（平成９年法律第123号） 第117条第５項
市町村は、第２項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被保険者の心身の状況、 その置か
れている環境その他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村介護保険事業計画を作成す
るよう努めるものとする。

第９期介護保険事業計画の基本指針
＜実施いただきたい調査＞
○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査については、地域の要支援者・総合事業対象者・一般高齢者の地域課題
を把握するために重要であり、実施していただきたい。
○ 在宅介護実態調査については、介護離職を防止する観点から、「高齢者の適切な在宅生活の継続」と「家族等
介護者の就労継続」の実現に向けた介護サービスの在り方を検討することを目的として、主に在宅で要介護
認定を受けている者を対象とした調査である。計画の作成にあたり関係者と議論する際の材料として有用で
あり実施していただきたい。※基本指針次ページ参照

＜実施を検討いただきたい調査＞
○ その他のサービス提供体制を検討するための各種実態把握調査（在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介
護人材実態調査）については、調査の実施・分析に必要となる体制の確保に留意しつつ、可能であれば実施を
検討いただきたい。 在宅生活の継続という観点からのビジョンを設定・検討されている市町村は、本調査が、
住み慣れた地域での生活を支えるうえで有効な定期巡回・小多機・看多機等の地域密着型サービスのニーズ
の把握につながる観点を踏まえて検討いただきたい。



2.第10期介護保険事業（支援）計画に向けた調査の実施
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〇第９期介護保険事業（支援）計画基本指針（令和６年１月19日厚生労働省告示第18号）（抄）

第二‐一‐２ｰ（三）調査の実施
市町村は、被保険者のサービスの利用に関する意向等を把握するとともに、自らが定める区域ごとに被保険
者の心身の状況、その置かれている環境その他の事情等、要介護者等の実態に関する調査（以下「各種調査
等」という。）の実施に努めるものとする。なお、その際は、特に、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を活用す
ることが重要である。
また、要介護状態等にある家族を介護するため離職すること（以下「介護離職」という。）を防止する観点から、
働きながら介護に取り組む家族等や、今後の仕事と介護の両立に不安や悩みを持つ就業者の実情等の把握に
努めるなど調査方法等の工夫を図ることが重要である。
～中略～
さらに、これらの調査により定量的に把握された心身の状況が低下した被保険者の状況や働きながら介護
に取り組む家族の状況等を参考として、生活支援サービスや介護予防事業の充実等の取組、介護離職の防止
を含む家族等への支援の観点を踏まえた介護サービスの整備や、介護離職防止の観点から労働担当部局と連
携した職場環境の改善に関する普及啓発等の取組を市町村介護保険事業計画に定めるとともに、それらの取
組を勘案して要介護者等の人数やサービス量の見込みを定めることが望ましい。

〇第９期介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（抄）

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する事項
一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項
２ 要介護者等地域の実態の把握等
中長期的な介護ニーズの見通し等を把握した上で、介護サービス事業者を含め、地域の関係者と共有し、
介護サービス基盤整備の在り方を議論することが重要であり、限りある地域の社会資源を効率的かつ効
果的に活用していくため、既存施設や事業所の今後の在り方を含めて検討することが重要である



①介護保険法 第１１７条第1項（市町村介護保険事業計画）
市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給

付の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。

3.関連法令（①市町村介護保険事業計画）

第9期介護保険計画 第10期介護保険計画 第11期介護保険計画

R6年度 R7年度 R8年度 R９年度 R１０年度 R１１年度 R１２年度 R13年度 R14年度

実態把握調査

サービス量推計・保険料設定・事業計画の策定
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2040年（R22年度）までの見通し

団塊ジュニア世代が65歳以上に

団塊世代が75歳以上に



②老人福祉法 第２０条の８第１項（市町村老人福祉計画）
市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業の供給体制の確保に関
する計画を定めるものとする。

3.関連法令（②市町村老人福祉計画、③認知症施策推進計画）

高齢者を対象とした居宅生活支援や福祉施設等（老人福祉法に定められた「老人福祉事
業」）に関する目標量とその確保方策について定める計画。
本市においては、「高齢者保健福祉計画」として、「介護保険事業計画」と一体的に策定。

「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、本市における高齢者福祉施策や、介護保
険事業の基本的な指針・方向性を示し、取り組むべき施策等について記したもので、この
計画を基に、高齢者福祉施策や介護保険事業を総合的に展開するもの。※次ページ参照
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③共生社会の実現を推進するための認知症基本法 第13条（市町村認知症施策

推進計画）
市町村は、基本計画（都道府県計画が策定されているときは、基本計画及び都道府県
計画）を基本とするとともに、当該市町村の実情に即した市町村認知症施策推進計画を
策定するよう努めなければならない。
市町村計画は、社会福祉法第107条第1項に規定する「市町村地域福祉計画」、老人福
祉法第20条の8第1項に規定する「市町村老人福祉計画」、介護保険法第117条第1項に
規定する「市町村介護保険事業計画」その他の法令の規定による計画であって認知症施
策に関連する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。



本市の最上位計画である『富谷市総合計画』をはじめ、福祉施策における上位計画である「地域福
祉計画」等との整合性を図りながら、高齢者施策を担う『富谷市高齢者保健福祉計画』と『第10期富
谷市介護保険事業計画』を一体的に策定。

4.本市における「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」の位置付け
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連携

最上位計画 富谷市総合計画
基本構想・基本計画・実施計画

上位計画 富谷市地域福祉計画
包含(〇成年後見人制度利用促進基本計画・

〇生活困窮者自立支援計画・〇自殺対策計画)

富谷市高齢者保健福祉計画
地域における高齢者すべてを対象

第9期介護保険事業計画
介護及び予防が必要な高齢者を主対象

〇富谷市健康推進計画
〇富谷市食育推進計画
〇富谷市障がい者計画・障がい福祉計画
・障がい児福祉計画
〇富谷市子ども・子育て支援事業計画

関連計画

〇その他関連計画

〇宮城県地域医療計画
〇みやぎ高齢者元気プラン

宮城県 富谷市社会福祉協議会

〇地域福祉活動推進計画

連携

包含(〇認知症施策推進計画）

富谷市高齢者保健福祉計画・第9期介護保険事業計画



（１） 調査目的

令和8年度に予定している、「高齢者保健福祉計画・第10期介護保険事業計画【計画期間：令和9年度～

令和11年度（3年間）】」の策定にあたり、高齢者等の日常生活実態及び介護者の介護実態や介護事業所の

実情を把握し、本市における課題整理や今後の目指すべき地域包括ケアシステム構築のあり方とサービス

基盤の方向性を検討し、将来設計の基礎資料を得るため、本調査を実施するもの。

（2） 調査内容

国で示す各種アンケート調査等の例示を基に、本市の実態に応じた独自の項目など、前回実施した内容を
踏まえ、本市においては、下記の4つの区分での調査を予定。※次ページ以降参照。
具体の調査項目については、富谷市介護保険運営委員会において協議検討を図り決定する。
なお、国で示すアンケート調査とは別に独自調査として、第2号被保険者（40歳～64歳）を対象にした調
査を予定する。
また、①及び②の調査項目（国必須項目）については、厚生労働省における、地域包括ケア「見える化」シス
テムに登録し、都道府県や市町村間の地域間比較が出来るようデータの作成を行う。

① 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（要介護1～5以外の高齢者）
② 在宅介護実態調査（要介護・要支援認定を受けている在宅の高齢者及び介護者）
③ 第2号被保険者ニーズ調査（40歳～64歳の方）
④ 介護人材実態調査（介護事業所、介護施設等（住宅型有料含む））
※①・②：計画基本指針にて実施すべきとされている調査
③：①の調査と同内容を、第2号被保険者に対して行う調査（市独自調査）
④：計画基本指針にて実施を検討すべきとされている調査

5. 「富谷市高齢者保健福祉計画・第10期介護保険事業計画」実態把握調査について
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5-①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査について

厚生労働省から示された調査概要に基づき、本市では下記のとおり、実施を予定しております。

項目 摘要

目的 ・要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況を把握するこ
とで、地域診断に活用し、地域の抱える課題を特定すること。
・介護予防・日常生活支援総合事業の評価に活用すること。

調査件数 1,500件（3圏域×500件）

調査対象
富谷市に居住する65歳以上の高齢者（認定者除く）より
無作為抽出

調査方法 発送：郵送調査 回答：郵送及びオンライン回答

調査項目数
・必須項目35問
・オプション項目３０問から任意の項目を選択（R4：29問中8問選択）
・市独自項目（R4：35問、主に必須項目の追加質問）

設問の内容
・リスクの発生状況の把握
・社会資源等の把握
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5-①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査について

市内3圏域×500件=1,500件の抽出郵送調査を予定

R8.1 R8.2 R8.3以降R8.3
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日常生活圏域名 地区名

①富谷中央・あけの平圏域 富谷、太子堂、ひより台、グリーンヒル（一ノ関の一部）、とちの木、あけの平、その他

②東向陽台・成田圏域 東向陽台、明石台、成田、大清水、上桜木、明石の一部

③富ケ丘・日吉台圏域 富ケ丘、鷹乃杜、日吉台、杜乃橋



5-①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査について

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査については、地域間比較を行うため、下記のとおり標準的な調査項
目が厚生労働省より示されています。標準的な調査項目については、第９期から変更はありません。
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5-②在宅介護実態調査について
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出典：厚生労働省「第９期介護保険事業（支援）計画の作成準備について」



5-②在宅介護実態調査について

項目 摘要

調査件数 500件

調査対象 富谷市に居住する65歳以上の要支援・要介護認定者から無作為抽出

調査方法 発送：郵送調査 回答：郵送及びオンライン回答

調査項目数
・必須項目 15問（対象者本人９問＋主な介護者６問）
・オプション項目 9問から任意の項目を選択（R4：9問中６問選択）
・市独自項目（R4：27問、主な介護者の現状を追加質問）

設問の内容
・介護サービスの受給状況について
・介護者の状況について
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厚生労働省から示された調査概要に基づき、本市では下記のとおり、実施を予定しており
ます。



5-③第２号被保険者ニーズ調査について

・第２号被保険者ニーズ調査は市独自の調査となります。設問の内容・選択肢・文言等、全て任意に
設定できます。

項目 摘要

目的 ・健康状態や介護制度に関するアンケートを実施し、富谷市高齢者
保健福祉計画・第10期介護保険事業計画における施策の方針を
検討する基礎資料とする。
・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査との共通設問を設けること
により、年代間での意識の相違について分析する。

調査件数 800件

調査対象 富谷市に居住する40歳から64歳の方より無作為抽出

調査方法 発送：郵送調査 回答：郵送及びオンライン回答

調査項目数
市独自項目（R4：３０問、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査から
主に質問項目を引用して、年代間分析に活用する）

設問の内容
・健康状態について
・地域活動への参加 等
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5-④介護人材実態調査について

厚生労働省から下記のとおり概要が示されています。調査方法を含め、設問等も任意に設定できます。
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5-④介護人材実態調査について

厚生労働省から示された調査概要に基づき、本市では下記のとおり、実施を予定しております。

項目 摘要

目的
介護事業所の人材確保に係る課題等を把握し、富谷市高齢者保健福祉
計画・第10期介護保険事業計画における施策の方針を検討する基礎
資料とする。

調査件数 およそ60件

調査対象 市内で運営されている介護保険事業所（全般）・職員（訪問系のみ）

調査方法 発送：郵送調査 回答：郵送及びオンライン回答

調査項目数
・全国共通設問項目 ４～5問（施設・通所系５問・訪問系４問・職員５問）
設問例：サービス種別、職員数、採用・離職状況等
・市独自項目（参考R4：１２問）

設問の内容
・介護人材確保の方法について
・介護人材確保の課題について
・介護人材確保の取り組みについて
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6.実態把握調査 基本方針・スケジュール（予定）について

■基本方針

国から示される調査項目については、現段階において前回の第9期から変更はない状況。本市
においても、前回調査からの経年変化等の分析を容易にするため、前回の調査項目をベースとし
て調査を実施予定。調査種類は全4種を予定。

■スケジュール予定

日程 摘要

令和7年12月18日（木） 第3回介護保険運営委員会

令和7年12月中旬 各種調査開始（郵送）

令和8年1月下旬 調査票回収

令和8年2月中旬～3月上旬 集計・分析

令和8年3月16日（月） 第4回介護保険運営委員会

令和8年3月中旬 報告書作成
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6.実態把握調査 基本方針・スケジュール（予定）について

17出典：厚生労働省「第1 0期介護保険事業（支援）計画の作成準備について」


